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はじめに
法制審議会・新時代の刑事司法制度特別部会第三〇回会議が平成二六年七月九日に開催され、法務大臣の諮問第
九二号に対する部会の意見として「新たな刑事司法制度の構築についての調査審議の結果」
（以下、 「特別部会調査審議
の結果」とい
う
）（
（
。 ）
を法制審議会の総会に報告することが全会一致で決定された。その結論は、 「別添の要綱
（骨子）
に
従って法整備を行うべき」というもので、 「要綱
（骨子）
」には、 「取調べの録音
･
録画制度の導入」 、 「捜査
･
公判協力
型協議
･
合意制度及び刑事免責制度の導入」など、これまでの長年にわたる捜査論の中で議論されてきたものが核に
五〇〇
なっている。その後、同年九月一八日には、法制審議会第一七三回会議が開かれ、右の「特別部会調査審議の結果」（案）が全会一致で原案どおり採択され、法務大臣に答申することとされた。以降、特段の事情がないかぎり、この「要綱
（骨子）
」に沿う刑事訴訟法改正案が策定され、次の通常国会で審議されるものと予想される。
その過程で様々な議論がなされるであろう。再審無罪を含む無罪判決が続発する上、大阪地検特捜部検事による証
拠改ざん事件等を契機に特捜検察 捜査手法への批判が強まり、これらが刑事手続を見直す背景事情の一つでもあるため、 めて捜査の現状をどのように理解すべきかについても議論が及ぶものと思われる。
このような機会に、供述証拠収集面を中心に、捜査の仕組み、運用の現状や制度的な課題の一端について、経験的
に思うことを以下に述べる。
一
　
捜査の現状
㈠
　
供述証拠の収集
ア
　
供述の証拠としての位置付け
捜査の目的は、訴追の可否、当否及び訴追した場合の量刑を判断するために必要な事実を明らかにする証拠の収集
であり、その判断を正確にし、あるいは判断を誤らせないために、より良質な証拠をより多く収集することが求められる。また 収集する手法は 適正なものでなければ らず、いかに良質な証拠を収集するためであっても 良識に照らし適正とはいえない手法を用いること でき い。その適正性の水準、内容は、時代によって変化 。そ
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の時代に可能な証拠収集の方法を前提にしつつ、当該捜査手法によって事実を明らかにする必要性の程度に応じて変化する。
このような証拠は、大きく物証と供述証拠とに大別される。犯人の特定や犯罪者間の共謀などにつき、現在極めて
有用な証拠は、指紋照合、ＤＮＡ鑑定、防犯カメラの映像、ＥＴＣ履歴などの車両の走行履歴、携帯電話の通話
･
メー
ル履歴、パソコン メール履歴を含む磁気情報、各種カード利用履歴などである。今日の科学、技術の発達に伴い多種多様な客観的情報が収集可能となり、事案によっては、これらの収集
･
分析によって供述証拠なしに犯罪の大枠を
立証できる場合もある。その分、供述による 実解明に依存する必要性が低下し、それが供述証拠 収集に関する適正性の水準、内容に 相応の影響を与え、いわゆる「取調べの可視化」の拡大にもつながった面があると思われるが、捜査において今なお、供述は重要な証拠であり、その収集手段である取調べ 捜査における重要性は不変である。
例えば、ある被疑者につき殺人事件の犯人性はこれら物証で立証できるとしても、その動機、被害者との軋轢など
の犯罪事実の内面や背景事情は被疑者を含む関係者の供述なしに明らか す ことはできない。何より被害者 死体が巧妙に隠匿
･
遺棄された場合、犯人の供述がなければこれを発見することは極めて困難である。また、組織犯罪に
典型をみるように、犯罪の背後に首謀者がいる場合、そ 処罰 は犯罪の直接実行者 供述による共謀の立証が不可欠であり、それが実現できないときは、末端の弱い立場の者 みを処罰するという不公正な結果をもたらす よくいわれる「自白依存から客観的証拠 重視へ」の転換は、客観的証拠の収集が広範 可能な状況下で初めて実現可能なのであり、その可能性の程度は事案によって異なる。また いかに客観的証拠の収集可能性が高い場合であっても、供述によってしか解明できない事実が残る が捜査の現実であって、物 と供述証拠は二者択一の関係に なく、い
五〇二
ずれも重要である。
イ
　
証拠収集の仕組み、運用
このような供述証拠の収集及びその公判での利用につき、検察は、これまで、検察官が自ら関係者を取り調べて作
成する供述録取書である「検察官調書」を基軸としてきた。被疑者であれ参考人であれ、その供述が立証に重要なものであれば、司法警察職員の作成した供述録取書が存在しても、検察官が別途取り調べ、供述内容が仮に同一であっても改めて検察官調書を作成し、公判では後者を使用するのが定着した実務 る。それは 法曹である検察官に対し裁判官が有した高い信頼 背景とし、我が国の刑事司法の重要な特徴の一つとも評価できる。
刑事訴訟法三二一条一項は、 「被告人以外 者…の供述を録取した書面で供述者の署名若しくは押印のあるものは、
次に掲げる場合に限り、これを証拠とすることができる」とし、その二号において「 の面前における供述を録取した書面については、…公判期日において前の供述と相反するか若しくは実質的に異った供述をしたとき 但
 
し、…公判期日における供述よりも前の供述を信用すべき特別の情況の存するとき 限る。 」と規定す このいわゆる二号書面制度においては特に 仕組みとして司法警察職員作成 供述録取書と検察官調書とを証拠能力面で差別化し、後者に優位性
（証拠能力を付与する条件の緩和）
を認めたため、それが検察実務に大きな影響を与えてきた。す
なわち、犯罪立証に重要な証人の証言が公判廷で変遷 、その内容が検察官調書のそれと異なるとき、検察は、この二号書面制度による立証を多用し、有罪立証の決め手としてきた。現行刑訴法の下で 検察実務のかたちは、この二号書面制度によって形成されたといっても過 で ない。
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判断権者である裁判所ではなく，当事者とされる検察官に対する供述、したがって宣誓を前提とした偽証の制裁も
ない中での過去のある時点での供述が、証拠能力要件を緩和されているために公判において広範に証拠採用され、これまで刑事裁判の帰趨を左右するものと認識されてきたのであり、見方によっては異例の制度であるが、現実に検察権行使の軸として機能し、ロッキード事件やリクルート事件に代表されるような検察の過去 成果も、大阪地検特捜部検事による証拠改ざん事件にみられる捜査等の不始末も、多くがその結果ないし延長線上にあるとみること 可能である。
戦後、現行刑訴法が施行されてまもなく進められたある著名な事件の捜査では、以下のような手法が採られたよう
である。多数の被疑者を逮捕
･
勾留した段階で、当時の検察官は不利益事実の承認を含む被疑者の供述につき検察官
調書を作成する一方で、その後数日中に被疑者を次々と裁判官の前に同行して刑訴法二二七条に基づく証人尋問調書を作成してい 刑訴法二二七条は「検察官…の取調べに際して任意 供述を た者が、公判期日 おいては前にした供述と異なる供述をするおそれがあり、かつ、そ の供述が犯罪の証明 欠くことができないと認められる場合には、第一回の公判期日前に限り、検察官 裁判官にそ 者 証人尋問を請求することがで る。 」旨規定し、同法三二一条一項の一号には、 「裁判官の面前における供述を録 した書面については、…供述者 …公判期日において前の供述と異った供述をしたとき。 」として裁判官面前調書の証拠能力要件を検察官調書のそれよりも更に緩和している。同法 二七条に基づく証人尋問調書は この一号 書面
（裁判官面前調書）
に当たると解されており、上記事
件の捜査では、検察官調書と 併用を目論んだものであろう。これらは当該被疑者の供述を他 共犯者の共謀の立証に利用する点に実質的な意味があったと思われるところ 法 施行直後で検察官調書が実際に公判でど ように取
五〇四
扱われ評価されるかの見通しが立たないために慎重を期し、裁判官面前調書との併用を考えたのではないかと推測されるが、その後、このような手法は実務として定着することなく、検察官調書のみによる立証が通例となった。検察官調書の二号書面として 採用が順調であったため、あえて裁判官面前調書を併用する必要性が乏しくなったものとも思われるが、いずれにせよ、そ あたり 戦後の検察捜査における供述確保、利用の出発点であったとすれば興味深い。
伝聞証拠の例外である二号書面につき証拠能力要件が緩和された理由は、 「検察官が法律の専門家であるうえに、
法の正当な適用を請求す と う客観義務を負う立場にあるためである」
（田宮裕
･
刑事訴訟法三七七頁）
などと説明さ
れ、制度の根底に検察 の公正な職務遂行に対する信頼がある。田宮教授は、その一方で、二号 面の特信性の 件につき 「 “特別”の情況であることを十分 自覚した解釈
･
運用を心がけないと、規定が骨抜きになる危険がある」
（同三七八頁）
として、その慎重な運用を求めていた。松尾浩也教授も、 「被告人から見れば、検察官は対立する当事
者であるから、その面前調書が証拠法上優遇されていることは、理 し くいこと かも知れない。この規定が成立したのは、現行法 定 際、立案関係者が、捜査書類を原則どおり排斥す ことに危惧を抱いたこと、在野法曹が、警察官に比して検察官により多くの信頼を置いた 予審制度が廃止され、実質上か りの程度まで予審判事の権限を検 が受け継いだことなどの事情が複合した結果 みるべきであろう。憲法三七条二項と 関係で問題を残していることは否定できな が、 二号書面が裁判実務 大き 役割を果たしているのも事実である」
（刑事訴訟法 （下）
新版補正第二版五九頁）
としている。同教授の著書
（前掲六一頁）
によれば、米法では、証言内容と食い違う以前の供述
は、元々当該証人の証言の信用性を争う証拠、弾劾証拠としてのみ許容されていたが そ 後緩和されて、以前の供
五〇五
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述が宣誓の上なされたものであること、以前の供述も反対尋問に服することの二条件の下で実質証拠として許容されるに至っており、この規定は我が国刑訴法上のいわゆる一号書面、裁判官面前調書にほぼ相当するようである。
なお、刑訴法施行の初期には、その合憲性が主に憲法三七条二項との関係で争われ、最高裁昭和三〇年一一月二九
日判決がその合憲性を認め
た
）（
（
。その理由は、形式論であると批判されているが、後の証言につき公判で反対尋問の機
会を与えてい 点に求められている。
ウ
　
二号書面制度の運用に対する批判
このような検察による二号書面制度の利用を立証の基軸とする実務が、その後、大阪地検特捜部検事による証拠改
ざん事件等を契機に、 「検察官調書への過度 依存」として強い批判を受けるようになった。思うに、二号書面制度が、前述のように極めてセンシティブなものであり、慎重な運用を求められるという自覚が検察の一部 はやや欠けていた 少なくとも運用実績に慣れ親しんで、その自覚が薄れていったという面は否定できず、法施行後六〇年を経て、このような検察実務 対する不満や批判が数々 事件の捜査
･
公判を通して次第に蓄積され、かかる状況下で上
記証拠改ざん事件等の発生があり、トリガーとなって検察批判が増幅されたのではないか。
これまでの刑事司法において、検察官調書を中心に供述録取書が重視されてきたことにも、それなりに合理的な側
面がある。例えば、その背景に、①従前公判が長期化する傾向 あ た中で より事件当時に近い時期の記憶 叙である捜査官の調書に信頼を置きたい、②公開法廷のしかも被告人 面前でそ 不利益になるような事実を率直に話すことをちゅうちょする傾向が見受けられる、といった事情があったよう 思われ、また、③最高裁判
例
）（
（
によって限
五〇六
定された従前の証拠開示の仕組みの下で、いわゆるベストエビデンスルールに従い、信頼性の高い検察官調書を中心に立証しようとする実務慣行が形成されたとも考えられる。それらに照らし、検察官調書による立証が刑事司法の基軸の一つになっ のも、半ば自然 成り行きであったようにも思わ るが、他方で、検察が検察官調書、特に二号書面制度 基盤の脆弱性をいつの間にか忘れていたの はないか、その点は大いに反省すべきことである。とりわけ特捜検察は、供述証拠に多く 頼らざるを得ない性質の事件
（例えば、贈収賄や、共犯者の関与の有無
･
程度の解明が重要な
企業犯罪）
の捜査を担っているために、その問題状況、すなわち「検察官調書への依存」が最も濃厚であるように受
けとめられたのではないかと思われる。
前記の二号書面制度の合憲性を認めた最高裁決定の上告論旨では、 「公判廷における証人の供述は、宣誓のもとに、
当時者双方の反対尋問にさらされながら行われるのに反し、検察官の面前における供述は、一方的な検察官による尋問を、検察官が検察官的知識、感情を透して、必要部分のみ 自ら録取するのであり、そのいずれが信用性が高いか陽を見るより明らかであるのに、後者に犯罪認 の独立 証拠能力を認める必要が何処にあるのであろうか。 」などとされてい 。その論述 すべてが正しいとは思わないが、検察としては、そのような見方が ことを意識して、検察官調書の作成手順を含め慎重に制度を運用すべきであった。
今日、裁判員裁判にかぎらず、二号書面を始めとする検察官調書の取調べ請求に対して裁判所の吟味が極めて厳し
く、容易に証拠採用に至らない実情にあり、それがひいては検察官の訴追判断 も影響を及ぼしつつ る。検察官少な とも主観的には法廷での有罪立証の確実な見通し
（確信）
があるから訴追の決断ができる。立証の基軸とされ
てきた二号書面・ が公判で証拠として採用されるか否かが判然とせず 必ずしも立証の支えにならないの
五〇七
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であれば、 争いのある事件では訴追もちゅうちょせざるを得ない。このような状況を打開するための具体的な方向は、①検察官調書の信用性に対する信頼を取り戻し、その補強をするという観点、及び②検察官調書に代わる手段
（代替
手段）
を講じるという観点から検討すべきものと思われる。公益の代表者である検察が、将来予測の立つ安定性のあ
る立証手段を持ち、適正に訴追判断や訴追に向けた活動ができるように変えていくことが求められる。
㈡
　
強制捜査権限行使
検察官として長年捜査に関わる中で判断が最も難しいと思われた点は、強制捜査権限行使のいかんである。原則と
される任意捜査を行い、それが限界に達してこれ以上の 実の解明のためには強制捜査、つまり逮捕や捜索に踏み切らざるを得ないと思われる時点でその選択をするか否かであ 。 重大困難な事件 あればあるほど、 その当否をめぐって内外に様々な意見が生じ、その決着は容易ではないと う現実がある。例えば殺人事件であれば、ある被疑者が犯人であることを示す証拠 相当程度あって嫌疑は濃厚であるが、公判で有罪を立証する決め手があるとはい な 、しかし、任意捜査ではこれ以上の証拠上 進展を見込むことができない、といった状況下の問題で り、特捜の独自捜査事案でもしばしば同様の状況に至る。
証拠の評価にせよ、強制捜査権限行使の当否にせよ、事案に応じて種々の意見があるこ 自体はやむを得ないが、
いざ結論がでると、任意捜査で済ませ ば捜査の不徹底を批判され、他方で強制捜査に踏み切ればや 過ぎとの批判に遭うことになりかねない。社会には 々な利害関係があり、多様な考え方が から、どちらからの批判も常にあり得る。そのリスクを背負いながら 義務を尽くそうと努めてきたのが第一線の捜査官ではないか。上述の「供述
五〇八
証拠への過度の依存」に係る検察に対する批判の高まり、その延長線上での訴追に対する批判の高まりによって検察の信頼が損なわれた現状では、そのリスクは以前にも増して大きくなっている。
このような状況がしばしば生じる理由の一つは、犯罪捜査の手法が、現行刑訴法上、任意捜査及び強制捜査の二者
に限定されていることにある。すなわち、その中間型の捜査手法がない、あるいは極めて不十分であり、それが捜査の柔軟な実施を妨げてきたように思われる。
刑訴法一九七条一項は、 「捜査については、その目的を達するために必要な取調をすることができる。但し、強制
の処分は、この法律に特別の定のある場合でなければ、これをすることができない。 」とし、任意捜査が原則 ることを示している
（註釈刑事訴訟法二巻七六頁）
。そして、同条二項は「捜査については、公務所又は公私の団体に照
会して必要な事項 報告を求めることができ 。 」とし、捜査機関から同項に基づく照会を受けた団体 、これに応じる義務が生じると解される
が
）（
（
、これを強制する手段はなく、従わない者を処罰する規定もない
（註釈刑事訴訟法二巻
八〇頁参照）
。すなわち、観念的義務の発生にとどまり、物証を収集する捜査において、所持者からその提出、提供を
拒否されたときは、裁判官の発す 令状に基づき捜索
･
差押を行うほかない。
供述証拠の収集についても、被疑者につき、同法一九八条が「検察官…は、犯罪 捜査 するについて必要がある
ときは、被疑者の出頭を求め、これを取り調べることができる。但し、被疑者は、逮捕又は勾留されている場合を除いては、出頭を拒み、又は出頭後 何時でも退去す きる。 」とし、身柄の拘束を受けてい 被疑者 は取調べのために し、滞留する、いわゆる取調受忍義務があるが、それ以外 場合 は出頭義務等はなく、しかも、当該取調受忍義務に反 ても処罰されることはな
い
）（
（
。在宅捜査の段階で被疑者に対し捜査官が取調べのために出頭を
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要請したにもかかわらず拒否されたときは、捜査機関は、必要な取調べを実現するためには、当該被疑者を逮捕
･
勾
留するほかない。参考人については、 同法二二三条一項に 「検察官…は、 犯罪の捜査をするについて必要があるときは、被疑者以外の者の出頭を求め、 これを取り調べ…ることができる。 」旨規定し、 そ 者が出頭又は供述を拒んだときは、「犯罪の捜査に欠くことのできない知識を有すると明らかに認められる者」にかぎり、検察官が、第一回公判期日前に裁判官にその者の証人尋問を請 することができるとされ
（同法二二六条）
。その場合、裁判官は、裁判所又は裁
判長と同一の権限を有する
（同法二二八条）
から、同法一四三条以下の規定が準用され、裁判官による証人の召喚、勾
引、留置
（同法一五二条、一五三条の二）
、召喚を受けて正当な理由なく出頭しない者の処罰
（同法一五一条）
、正当な理
由なく宣誓、証言を拒んだ者の処罰
（同法一六一条）
、虚偽証言を行った者の処罰
（刑法一六九条）
が可能であるが、証
人尋問の要件は厳しく、相手方 知識の内容が明らかでないときは要件該当性 ないなど、流動的な捜査においては、そ 有用性は限定的であり、裁判所の受け入れ体制も れに広範かつ迅速に対応できるレベルに達するのは困難であろう。また 検察官を含む捜査官 取調べに対し虚偽供述をしても、実務の現状において、罪に問われることはない。
このような制度の下で、物証収集面では、 「提出する義務のないものは提出しない。 」と拒否する事例が少なからず
あり、供述証拠収集の面でも、参考人 もとより、在宅 被疑者も、捜査官による取調べの め 出頭要請に対して、「出頭の義務がないのであれば、出頭しない。 」との対応をする者が相当数存在し、昨今のそのような現状は、捜査の迅速かつ効率的な遂行を少なからず妨げているよう 思われる。権利意識の高まりが背景 あり、そ 自体は受容すべきことであるが 捜査による真実解明の職責を有する捜査機関として、捜査自体を放棄することは許 ず、物証
五一〇
収集面では捜索・差押、被疑者の供述証拠収集面では逮捕という強制捜査の選択を検討せざるを得ない。しかし、現実には、強制捜査権限の行使が関係者に多大な影響を与えるだけに、その判断は容易ではない。すなわち、現行の捜査法制の下では、任意捜査に限界 生じた場合、捜査の続行を断念し、捜査不徹底 まま事件処理す か、あるいは将来見込み違いによる であるとの批判を受けるリスクを覚悟の上で強制 権限を行使するか、進退両難に陥りかねないのであり、それが の柔軟性や効率性を阻害している があ 。
㈢
　
訴追判断
先般の司法制度改革の中で、周知のように検察審査会の権限が強化され、いわゆる「起訴議決」制度が導入された。
その結果、特に社会的に関心の高い あるいは重大な事件において、検察官の不起訴の判断と検察審査会の起訴の判断とが事実上両立し、釈然としない状況が生じている。裁判員裁判の導入に伴い、訴追判断の領域でも国民参加の趣旨を強めるため、検察審査 の権限につき、それまで検察官によ 不起訴の判断を再評価させ、 「不起訴不当」などの意見 示させるにとどめていた を、そ 判断に法的効果を持たせることとし 一定の要件の下に起訴 同様の効果を与えたのであり、その趣旨自体は理解できる。
しかし、訴追権限が両立する中で、検察官と検察審査会とは、当該事件に係る証拠評価や事実認定が異なり得 だ
けでなく、そもそも起訴
･
不起訴の判別基準を異にする可能性がある。検察官は各人の名義と責任において訴追する
ため、自らの心証において有罪の確信を持たなければ起訴 ないように思う。ラフジャスティスと称し、有罪率九九％以上に至る現在 検察官によ 厳格な訴追基準を緩め 相当程度 有罪の蓋然性を前提に あるいは ある程
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度無罪になる可能性があっても訴追し、公判を活性化させるべきとする考えもあり、傾聴に値するが、少なくとも、一個人でもある検察官が訴追責任を一身に担う制度の下では、違和感を禁じ得ない。すなわち、他人の自由、財産を剥奪し、 時にその生命すら失わせるなど、 その人生に深刻な影響を及ぼす訴追行為を、 有罪の確信なしに行うことには一個人と ては強い心理的抵抗 ある。基本的にはそのような考え、姿勢でこれまでの検察実務は運用されてきたものと思われる。しかし、検察審査会に っては、有罪を確信するときだけではなく、むしろ、公開の法廷での論争を実現し、あるいは判断を裁判所に委ねること自体に意義を見いだして、起訴相当意見を示し、起訴議決を行っている事例があるように思われる。その結果、おおむね公職者や大企業幹部のように説明責任が強調される立場の者に対してより厳しい判断がなされているようにも感じられる。このよう 訴追判断基準が異なるとすれば、そ 両立が制度とし 適当であるとは ない。裁判員裁判は、一般人であ 裁判員と専門家である裁判員 評議を経て 一つの結論を導くの り、検察審査会の現行の審査と 似て非な も である。
また、検察審査会の起訴議決に基づく訴追は、その仕組み自体において有罪になる可能性が当初から極めて低いよ
うにも思われる。 「検察官によ 起訴独占」 例外とされる準起訴手続
（刑訴法二六二条）
においては、対象がその性
質上訴追の可否、当否の判断にゆがみが生じるおそれがある公務員職権濫用罪など 不起訴処分に限られているが、検察審査会の起訴議決制度 対象 限定はなく、準起訴手続 対象 される事件のよう 特異な属性を有しない一般の事案につき、検察官が 少なくとも検察審査会の起訴相当意見を受け再考の上で再度不起訴にする過程では、上級庁を含む 組織による証拠関係の慎重な 討、判断がなさ ており、 「嫌疑不十分」による不起 の場合そこ は、いわば専門家集団による「犯罪証明に対する合理的な疑い」がある の判断が事実として存する。それ もかかわら
五一二
ず、裁判所において、なお「合理的な疑いを超える」程度の犯罪証明があったとするのは、検察の当該判断に意図的なゆがみがあるといった特段の事情があれば格別、そうでないかぎり、いかに判断者が異なるとはいえ、通常、困難では いかと思われる。
加えて、このような制度は、被疑者の立場を不安定なものにし、手続的にも被疑者の納得が一般的に得られるよう
な公正さに欠けるおそれがあ 公益の代表者たる検察官が不起訴にしても、検察審査会の審査がいずれ開始される可能性があり、開始されるといつどのような判断が下されるか不明であ 。検察審査会は、そもそも被疑者を出頭せ、審査員に対し直接弁解、主張をす 機会を与えないまま起訴議決に至る場合があり得、それ自体適正な手続であるか、疑問がある。検察官が検察審査会に対し提出することとなる証拠資料に具体的な制約やルールはなく、証拠能力の制限等の証拠法則もない中で、検察官から提供された書面中心の資料のみで判断しているのが通例と思われ 直接主義、口頭主義が強調される裁判員裁判との落差も大きい である。
二
　
捜査の制度的な課題
㈠
　
供述証拠の質の向上
ア
　
取調べの録音録画
ア
　
検察実務の動向
取調べの録音録画については、前記のとおり、法制化に向けて踏み出そうとしている。これまで検察は、部外に高
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まった身柄拘束下の取調べを適正化する手段としての取調べ可視化論を受けて、供述証拠収集の捜査における重要性を前提に、取調べの録音録画がその真実解明機能を阻害する面を重 し、これを実務に導入するとしてもどの範囲で実施するか、どこに限界を設定するかという観点、つまり防波堤論的な思考で対応しつつ、捜査をめぐる諸々の状況を踏まえ、対象を順次拡大させながら試行を重ねてきたように思う。当初は、裁判員裁判の簡明・迅速な審理に資する観点から、その対象事件 より逮捕
･
勾留中
（身柄）
の被疑者についてのみ録音録画を実施することとし、その後
の諸情勢に んがみ、特捜部が担当する事件の身柄 被疑者や知的障害者が身柄の被疑者 ある事件にも順次、拡大実施してきた。また 手法も、作成した自白調書につき読み聞かせ、かつ閲読させて被疑者の署名押印を得るために内容を確認する場面を中心に録音録画する方法か 、取調べのやりとりそのものを否認の段階から録音録画する方法へと次第に拡大させてきた。経験が検察部内に次第に蓄積される過程で、その有用性に高い面があることを検察は実感し、従前の防波堤論的な意識から抜け出して、むしろ積極活用す 方向に舵を切ったように思われる。
前記「要綱
（骨子）
」の特別部会決定に先立つ平成二六年六月一六日、最高検察庁は、全国検察庁に通知を発出し、
同年一〇月一日以降、それまで試行し ①裁判員裁判対象事件、②知的障害によりコミュニケーション能力に問題がある被疑者等に係る事件、③精神の障害等により責任能力の減退
･
喪失が疑われる被疑者に係る事件、④検察官
独自捜査事件の四類型 おける身柄拘束中 被疑者の取調べの録音録画 つき、それまで 試行を本格実施に移行するとともに、新たに⑤上記試行対象事件以外の身柄事件、⑥被害者
･
参考人、についても取調べの録音録画を試行す
ること したようである。
今後の試行対象である⑤は、 「公判請求が見込まれる身柄事件であって、事案の内容や証拠関係に照らし、被疑者
五一四
の供述が立証上重要であるもの、証拠関係や供述状況に照らし被疑者の取調べ状況をめぐって争いが生じる可能性があるものなど、取調べを録音録画することが必要であると考え れる事件」 、同⑥は、 「公判請求が見込まれる事件であって、被害者
･
参考人の供述が立証の中核となることが見込まれるなどの個々の事情により、取調べを録音録画す
ることが必要であると考えられる事件」とされている。それらの趣旨は、取調べ状況の立証に最も適した証拠は録音録画の記録媒体であるとの認識の下に、捜査段階での供述の任意性、信用性等に争いが生じた場合に その記録媒体によって効果的な立証を行おうとする点 あり、 そ 積極活用を目指すものと評価できる。上記⑥の具体例としては、例えば、児童が性犯罪の被害者であったり、その目撃者も児童であったりしたような事案が想定されているようである。このような事案では、経験的に、公判で被告人側から「取調官による誘導」を主張されるリスクがあるので、その場合に効果的な反証に活用しようとす もの 、二号書面としての検察官調書の信用性を補強しようとするも と理解され
同通知では、本格実施対象事件及び今後の試行事件のいずれについても、個々具体的に、取調べによる真実解明に
支障があるなどの一定の事情があると認められる きは、録音録画を行わなく もよいこととし、いわば、個々の事案において検察官が録音録画に る証拠保全の必要性、相当性を判断するもの されている。その判断は、公判で立証責任を負う検察官が、効果的な立証に資する捜査手法を主体的に選択するものと理解され れを実施しなかった場合に将来公判での立証 困難になり得るリスクを検察官が負うことをも当然に含ん い と解される。
なお、録音録画の真実解明機能に対する支障については、これまで様々な議論がなされ、既に尽くされた観がある。
要は、眼前でビデオカメラ 作動していることが取り調べ 側と取り調べられ 側の双方にそれぞれど うな影響
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があるか、という観点から検討されてきた。前者については、取調官が種々工夫すれば多くは解決するものであるが、後者については、 犯罪の背後にいる共犯者の割り出しを中心に事実の解明を阻害する要因となることは否定できない。それ自体治安上極めて重大な事柄ではあるが、先の「要綱
（骨子）
」に示された「捜査
･
公判協力型協議
･
合意制度及
び刑事免責制度」などの新たな捜査手法が、これまで 説得型取調べによる真実解明機能を補強 ることが相当程度期待できる。
イ
　
録音録画の記録媒体の証拠としての位置付け
このような動向の中で、取調べの録音録画に係る記録媒体につき、証拠としての属性、価値をどのようなものと捉
えるべきなのか。
取調べの録音録画は、これま いわゆる身柄拘束下での取調べを透明化するこ により、取調べの適正を確保す
るという政策的な観点 ら主に論じられてきたように思う。可視化というワーディング自体がそのことを示唆している。しかし、録音録画の記録媒体の証拠とし の基本的な属性は、供述内容、状況を正確に記録する上、単なる言語情報に限られず質疑応答の際 お互い 間合いやニュアンス、表情 仕草などを含むため、当該供述内容 関し極めて豊富な情報量を有し、 証拠としての質が「記述さ た言語情報」に限られる供述録取書よりも格段に高い点にある。これまで、供述内容 文書に書き留め、内容を確認した供述人の署名押印を得ることにより、その記録としての正確性を担保するという供述録取 方式を採用 きた 、より正確で情報量も多い記録方法として録音録画が登場し、録取書方式に取って代わる可能性を有している。科学技術がもたらし 客観的価値が録音録画 記 媒体にはある。
五一六
可視化の議論から出発し、まずは、供述調書の任意性、信用性を判断する資料として、つまり補助証拠としての活用が期待され、その局面では、二号書面等としての検察官調書の証拠価値を補強する機能を果たす関係で、対象も原則身柄事件に限られるが、さらに 録音録画の記録媒体が持つ客観的価値に着目し、良質の証拠を提供するという視点からは、その対象範囲は事案の性質 供述者の属性などに応じて大きく広がって行く またそうあるべきではな かと思われる。 れ自体が可視化論 枠を超え、身柄事件か在宅事件かを問わず、被疑者であるか参考人であるかをも問う必然性はなくなる。そこで 、録音録画は 補助証拠にと まらず、供述録取書 代わって公訴事実そのものを立証する実質証拠となり得、 検察官調書の代替機能をも果たす。 音録画が、 い ば「取調べの監視の手段」から「供述の記録化の手段」に変容す のではないか。そのように考えると、 音録画をどのような場合に うかは、捜査過程での個別具体的な判断 馴染むも あり、立証責任 負う検察官が事案に応じて判断するのに適している。
上記理解に従えば、上述の最高検通知による録音録画の本格実施及び試行は、総体として、本来在るべき方向を示
すものであり、今後、実務が蓄積される中で の記録媒体は、検察官調書の任意性、信用性を立証する補助証拠にとどまらず、それ自体を実質証拠として罪体等の立証手段に活用する方向 進むものと思われる。記録媒体 再現要する時間を大幅に短縮する取調べを行う工夫がそ 前提に る。録音録画の下での取調べは 法的素養を前提とし事件の核心を衝く簡明な質問が行われ、従来の説得型から訊くべき事項を漏れなく訊き、説明 拒否、黙秘 含め相手の応答を正確に記録する公判での尋問型に近いものになってい よう 思われ 。様々な制約がある状況下で、情に訴えて供述 引き出 ような従来型 取調べ 今後なお多くを期待するのは、現実的 ない。
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ウ
　
法制化の方向
法制審議会特別部会の前記 「要綱
（骨子）
」 では、 取調べの録音録画の対象事件を① 「裁判員裁判対象事件」 、 及び② 「検
察官独自捜査事件」の二類型とし、これらについては、 「被疑者による拒否その他の言動により、録音録画をすると被疑者が十分に供述できないと認めるとき」など一定の例外事由がある場合を除き、逮捕
･
勾留されている被疑者の
取調べの状況を録音録画しなければならず 被疑者調書として作成された被告人の供述調書 任意性が争われたときは、 例外事由に該当するため録音録画をしなかったなどのやむを得ない事情で上記記録媒体が存在しないときを除き、その取調べ状況を録音録画した記録媒体の証拠調べを請求しなければならない、としている。上記②は、要綱
（骨子）
において、 「司法警察員が送致又は送付した事件以外の事件」と表現されており 犯則調査権限
）（
（
に基づき調査した上で、
国税局、公正 引委員会及び証券取引等監視委員会が検察官に告発する事件も含まれるこ となろう
前記のとおり、検察は、すでにこれらの対象事件につき録音録画を行う実務を定着させつつあり、その法制化は、
実質的には実務を追認する意義を有するにすぎないように思われる。また、本来、録音録画の実施は、身柄事件にも被疑者にも限らず、供述証拠のあらゆる収集過程で捜査官がより良質な証拠を収集する必要があるときに 捜査手法として主体的に選択すべきものであり、そもそも法制化の必要性があるのかも疑問であるが、捜査を取り巻く今日の諸般の事情を踏まえたものと思われる。
裁判員裁判対象事件は、刑事実体法上最も重大な事件であり、かつ、一層迅速で簡明な立証が求められるから、録
音録画の対象 するには相応の合理性がある。しかし、検 官独自捜査事件を対象としている点は、合理性に乏しく、違和感を禁じ得ない。 「特別部会調査審議の結果」では 「録音録画の必要性 最も高いと考えられる類型の事件 対
五一八
象とすることとした」と説明されているが、検察官独自捜査事件が他の事件に比し「録音録画の必要性が最も高い」とされる根拠は、必ずしも明らかではな ように思われる。報
道
）（
（
によれば、 「警察、検察双方が捜査に関わる事件に
比しチェック機能が働きにくい」 、 「供述内容 争われる事件が少なくない」の二点がその理由とされている 、捜査の実情においていずれも 個人的にそのようには思えない。司法警察員の送致
･
送付事件において、検察が取調べに
つき司法警察員によ チェックを受けているという実態は く、他方、犯則調査権限による調査に基づく国税局等の告発は、実質的 司法警察員の送致
･
送付事件と同様の連携、協力の下に行われているのであって、司法警察員の送
致
･
送付事件と取扱いを異にする理由が見当たらない。また、例えば、経験上、国税局告発の税法違反事件が他の事
件に比し供述内容が争われることが多いとは思われず、これを含め検察官独自捜査 の供述内容がそれ以外の事件と取扱いを異にするほど多くの事例で争わ ているとする具体的根拠 ないように思われる。この種事件では、前記のとおり検察実務 おいて必要な録音録画 実施されて、 でに定着しつつあり、これに委ねるのが相当ではないか。
イ
　
刑訴法二二七条
（第一回公判期日前証人尋問）
の活用
ア
　
活用の意義と具体例
検察官調書の二号書面としての証拠採用が厳しくなる中で、それに代わるものとして刑訴法二二七条に基づく第一
回公判期日前証人尋問の調書をいわゆる「一号書面」
（裁判官面前調書）
として活用することは、現行法の運用として
望ましい。現行刑訴法施行直後の前記捜査例にみられるような、その黎明期に行われた検察実務に立ち返り、原点に戻るようでもある。これまでもその活用例は細々と存したが、裁判所の受け入れ体制に限界があるため捜査に不可欠
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の機敏な実施が期待できないなどの理由で、積極的な活用がなされていない現状にある。裁判所の受け入れ体制が十分でないのは、むしろ検察がその活用に永らく積極的ではなかったためかもしれないが、今日、検察が検察官調書の二号書面としての活用に限界を認め、第一回公判期日前証人尋問調書の一号書面としての活用を法に基づき求める以上、裁判所はこれに応じ得る体制 整えるべきではないかと思う。裁判官 中に、捜査側の手助け するものであるとして 刑訴法二二七条 証人尋問請求に消極姿勢をとる向きが仮にあるとすれば、論外であろう。
具体的な活用例としては、次のようなものがある。例えば、公職選挙法違反の買収事案で、ある選挙人が立候補者
側から投票依頼とともに金品を受領した事実を認めているが、その供与者とされ 者は否定している場合、警察は供与者を逮捕して取り調べたいと検察 相談してくることがあ 。その場合、従前は、検察 が送致前に自ら受供与者を取り調べてその供述が真実である旨の心証を形成した上、検察官調書を作成し、 当該受供与者がその後何らかの理由で前言 覆す証言をするに至っても、将来の公判で検察官調書が二号書面と て証拠採用されることにより立証できるとの見通しを立て 警察による強制捜査着手 了承す のが通例であった。殺人事件等の捜査でも基本的は同様 あり、任意取調べにおいて否認す 被疑者 逮捕に先立ち、検察官が公判で 立証の決め手に る参考人の供述を検察官調書にして、公判で 立証見通しを立 てきた である。しかし、関係者の捜査当時の供述が公判証言において維持される保証はなく、何らかの理由で覆され リスクは常に存 るところ、現状 は、供述が覆された場合に検察官調書の二号書面と の証拠採用 見通しが必ずしも立たないのであり、そうで れば 起訴は難しく、したがってまた、否定する被疑者の逮捕等の強制捜査にも踏み切れないという事態 なり得る。そのような に検察が、刑訴法二二七条に基づき、裁判官に対し参考人
（公選法違反の例では受供与者）
の第一回公判期日前証人尋問
五二〇
を請求し、中立公正な裁判官の面前で、しかも偽証罪の制裁による真実性の担保がある中で、捜査官に対する供述と同様の犯罪立証に資する証言が得られるのであれば、検察官調書 も増して公判での立証の見通しが立ち、警察の強制捜査着手にも支障がなくなる。 以上は、 強制捜査着手前の証人尋問実施例であるが、 強制捜査着手後の捜査において、将来の公判で立証の決め手にな ような捜査段階 供述証拠を保全しておく必要があるときも同様である。 弁護人も、上記の観点から、検察が捜査の過程で第一回公判期日前証人尋問 請求するか否かに重大な関心を持つ必要がある。
このような捜査手法が拡大し定着すると、公判での立証に重要な供述証拠は、幅広く偽証罪による制裁という間接
強制の下に裁判官 面前 スクリーニングされ、その内容により強制捜査着手 いかんや検察の訴追のいかんも決まることになり、検察 が将来の公判での任意性、信用性 立証 腐心する必要もなく、被害者側 対し過度の責任意識を持つこともなく、透明・ 正 あることに疑いのない場で検 された供述証拠等に端的に従う明快な捜査、訴追判断ができるように るのではないかと思われる。有罪立証に資する供述が証人尋問の過程で後退するのをおそれる向きもあるかもしれないが そこで後退する供述は公判でも後退するはずであって いわ 当該供述をめぐる問題点、弱点が早期に判明す にすぎず むしろ捜査経済的に有益であると受けとめ べきであろう。裁判所が受け入れ体制を整え、捜査の迅速性の要請を満たすように れば、捜査官 視界は大きく開け ように思われる。なお、証人尋問である以上 時間に制約があ ため、検察官は、録音録画の下での取調べにも増して、事件の核心を衝いた簡明な尋問を行うべきで その工夫 求めら る。
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イ
　
録音録画等との使い分け
取調べの録音録画の対象が参考人にまで拡がり、かつ、刑訴法二二七条に基づく第一回公判期日前証人尋問を積極
活用できる状況下では、参考人供述が公判証言で変遷するリスクがある場合、検察は、①司法警察職員の供述録取書に加え検察官調書を作成する、②検察官調書の信用性を将来の公判で立証する手段として検察官の取調べの録音録画を実施する、③取 べの録音録画の記録媒体自体を検察官調書に代わるものとして作成する、④刑訴 二二七条に基づく証人尋問を行う、という選択肢を 事案に応じ、そのリスクの程度や、当該参考人の属性、対応振り、 に要する時間などの諸事情を勘案しつつ、使い分け、あるいは併 することになろう。
例えば、性犯罪の被害者である児童などには④は不向きであり、むしろ、表情や素振りなどがその言語能力の不足
を補完する取調べの録音録画の記録媒体そのものが証拠として価値が高く、信用性 判断にも有用であろう。組織犯罪の共犯者等の供述の保全の場合は、 音録画はむしろ支障になること 多 偽証罪の制裁がある④が有効であるように思われる。いずれにせよ、事案に応じてこれらを使い分けることで 供述証拠の保全面では、柔軟で効果的な捜査が可能になるのではないか。
㈡
　
中間型の捜査手法
犯罪捜査とは異なるが、各種業法などに規定されたいわゆる「行政調査権
限
）（
（
」
については、周知のように、公的権
限行使の要件該当性を判断する ど ための事実調査に必要があれば、関係者に出頭義務、 義務、真実供述義務や関連する資料の提出義務を認め、厳しい罰則で間接強制してい 。行政機関 要請に対し、出頭せず せず、
五二二
あるいは虚偽の供述をした場合や資料を提出しない場合、それらの行為自体につき処罰されるのである。米国では、大陪審の下で、検察官がいわゆるサピーナ 活用 て る。物証の収集については、捜索令状による捜索のほか、所持人に物の提出を命じる令状 実質的に検察官が発付 、供述についても、参考人を大陪審における起訴前証人尋問に召喚する令状を実質的に検察官が発付し、いずれも刑事罰の制裁をもっ 強制して るようである。
犯罪捜査にも、その柔軟化、効率化の観点から、憲法が許容する範囲で、これらと同様の手法が採れないものか。
例えば、企業の業務過程での犯罪や政 界の汚職事件等を捜査することの多い特捜検察 場合、報道が過熱し、あいは過熱が予想される中で、行政調査権限やサピーナのような間接強制による物証の収集や関係者の出頭 供述の確保が可能であれば、捜索や逮捕に至らず、密行性を守りながら必要な捜査を行うことが事案により可能となる。被疑者側からみれば、捜索や逮捕をされる事態を回避することにもつながる。逮捕した場合は事柄の重大性にかんがみ公表する取扱いになっており の場合は公表しないときもあるが、大 かりであれば外部の知るところとなる通例であ ところ、行政調査権限の手法であれば、不必要に公にな のを極力回避 き にもな 。証拠、資料の提出を検察官から要請された関係者は、被疑者を含めその提出義務を負い 正当 理由がなく、 れを拒否したきは処罰されるもの し、参考人は、検察官による取調べ ための 頭要請 対し、出頭し、滞留し 真実 供述する義務を負い、正当な理由なくこ らに反したときは、処罰されるも するのである。捜査の基本構造に関わ 課題として、検討に値す ように思われる。な 、被疑者に供述義務 負わせることは きないが、身柄拘束中の被疑者に対す と同様 出頭義務、滞留義務を負わせること の意思に反して供述することを拒否する自由を奪うことを意味するものではなく
（身柄拘束中の被疑者に関する最高裁判決平成一一
･
三
･
二四民集五三巻三号五一四頁、判時
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一六八〇号七二頁、判タ一〇〇七号一〇六頁参照）
、これらを罰則によって間接強制することも法的には可能であるとの理
解も可能ではないか。
㈢
　
大
　
陪
　
審
前記のとおり、訴追権限を検察官と検察審査会の双方が有し、特に社会の耳目を集めるような重大な事件につき両
者の判断が分かれ、釈然としない状況が続くのは好ましいとは思えない。一定の重大な事件や社会的関心の高い事件については、大陪審による訴追に一本化することが検討されてよいのではないか。
現行の検察審査会は、米国の大陪審制度を参考に、検察の民主化を目的として戦後導入されたとされ
る
）（
（
。先般の司
法制度改革により起訴議決制度が導入される前は、検察官 不起訴処分につき意見を述べる みで、意見に法的拘束力が付与されていなかったため、制度としての有効性に疑念を持つ向きもあったが、実務において検察官は、事件処理に当たり常に将来あり得る検察審査会での審査を意識し 担当事件を不起訴処分に付するときは、その審査において理解と納得が得ら るよう、不起訴とすべき合理的な理由の説明に注力し、特に起訴相当や不起訴不当の審査意見が示された きは、厳格な手続の下で上級庁を含めた検察組織で慎重な再検討が行われてき ことに照らし 制度が期待する相応の役割を果たしてきたとも評価できる。名称はともかく、現行の検察審査会を発展させることにより、そのような従来型 審査の役割 加え、一定の事件については、検察官の補助の下で、自ら捜査を行 、訴追の可否当否を判断、決定する大陪審的な役割をも持たせ ことは可能 ないか。そ 場合 裁判員裁判の実施経験は、これを支えるものと ろう。
五二四
上述のサピーナ等に類似する間接強制型の捜査手法は、このような大陪審の機能を持つ検察審査会の行うべき捜査
にもよく適合し、実現すれば、社会の関心が高い重大事件の捜査、訴追につき社会の大方の納得を得られ、したがってまた、事件処理に係る検察官と検察審査会の判断の相違に伴い社会的ストレスが生じ、あるいは、検察の独善的訴追、国策捜査などとするステレオタイプの批判がなされるような昨今の捜査をめぐる不幸な状況も、大きく様変わりするように思われる。
（
（）法務省ホームページ参照。
（
（）最高裁判所判例解説
･
刑事編昭和三〇年度三四六頁参照。
（
（）最決昭和三五
･
二
･
九判時二一九
･
三四、最決昭和四四
･
四
･
二五刑集二三
･
四
･
二七五など。
（
（）公務所や公の団体には報告義務があるが、私の団体には協力要請の意味しかないとする見解もある（田宮裕「刑事訴訟法一三五頁） 」 。
（
（）最高裁判決平成一一
･
三
･
二四民集五三
･
三・五一四、福岡高裁判決平成一九
･
三・一九高検速報一四五九参照。
（
（）犯則調査権は、各種業 等に規定する一定の犯罪類型につき犯則事件とし、その刑事告発の可否、要否を判断するための事実解明を行う権能であり、令状に基づく臨検・捜索・差押（直接強制）が認められる。行政調査権の一種とされ、令状発布に刑訴法上の準抗告規定の準用を認めないのが判例（最大決昭四四
･
一二・三刑集二三
･
一二
･
一五二五）であるが、告
発に向けられていて捜査と直結するため、その実質は捜査権に近い。そのため、実効性を担保する間接強制型の罰則は原則規定されず、他方、捜査と同様に証拠隠滅罪等の適用がある。個別案件の犯則調査は、告発 もって終了し、送致後の警察捜査のような継続調査は行わない。例えば 税法関係の犯則調査権は明治三三年制定の国税犯則取締法、同法施行規則に規定され、各国税局の査察部門が執行に当たっているところ、告発先は同法一八条により検察官と解釈されている。昭和二六年以来、国税当局と検察との間で意見交換し訴追可能なも に限定して検察が告発を受ける運用 定着している。告発前に検察が国税当局 要請に従い、犯則調 の進め方につき助言し、重要な関係者を取り調べて心証を形成し、ある は、被疑
五二五
捜査の現状と制度的な課題の一端（岩村）
者の逮捕などの告発前強制捜査を行うこともしばしばである。
（
（）読売新聞平成二六年六月一六日夕刊。
（
（）行政調査権は、各種業法等の行政権限発動の要件事実の存否、内容を確認するために、関係者に報告を求め、出頭させて質問し、関係先に立ち入って検査するなどの権能で、 「質問検査権」ともいう。その要請を受けた者の不出頭、不答弁、虚偽答弁や立入検査に際しての妨害、 忌避 が質問検査妨害罪として処罰の対象になり、そのような罰則による間接強制によってその実効性が担保される。例えば、金融商品取引法二六条等により金融庁や証券取引等監視委員会に質問検査権が付与され、これに対する妨害等は同法一九八条の六等で「一年以下の懲役、三〇〇万円以下の罰金」などとされ、その一部については法人重課が採用されて「二億円以下の罰 」とされる。
 
（
（）註釈刑事訴訟法二巻三三八頁参照。
（
弁護士
）
